
（市長記者会見資料）                平成１９年 １月  日 
                           京 都 市 
                          総合企画局政策推進室政策企画課 
                           ℡ ２２２－３０３５ 

 

「京都市行政評価条例（仮称）」の制定について 

～ 真 の 政 策 自 治 体 を 目 指 し て ～  
 

京都市では，政策推進，市政改革，財政健全化を一体的に運営する行財政運営シ

ステム「新京都市都市経営戦略」を策定し，経営感覚とスピード感ある市政を推進

しています。このシステムを運用するためには，常に政策が継続的に改善できる仕

組みが必要であり，これまでに７つの評価制度を構築するなど行政評価の構築・充

実に先駆的に取り組んできました。  
これらの評価制度を更に充実させ，「新京都市都市経営戦略」を強力かつ確実なも

のにすると同時に，市民参加による市政を推進するため，全国のモデルとなる先進

的な「京都市行政評価条例（仮称）」を制定し，要綱等で運用してきたこれまでの各

評価を条例に基づく恒久的・継続的な取組としていきます。  
平成１９年５月の制定を目指しており，今後，内容の具体化を進めていきます。  
 

 
１ 条例の目的 

① 評価の目的をはじめ，評価の手法や，評価結果の活用方法等，総合的・体系

的な評価の仕組みを恒久的・継続的に確立 

②「効果的かつ効率的な京都市政」の実現 

③「市民への説明責任と市民の視点に立った市政運営」の実現 

 
２ 対象となる評価制度 

政策評価，事務事業評価，公共事業評価，交通事業事務事業評価，  

上下水道事業経営評価，学校評価，外郭団体経営評価 

【各評価の概要は，別紙】 
 

３ 条例制定の主要な意義と特徴 

（ １ ） 総 合 的 ・ 体 系 的 な 評 価 の 仕 組 み の 構 築  

① ７つの評価制度を網羅する仕組み 【全国で最も幅広い条例】  

全国初となる学校評価を含む７つもの評価制度を条例に規定する。 

② 恒久的・継続的な取組 

各評価を条例上の制度に位置付け，恒久的・継続的な取組とする。 

③ 総合的・体系的な仕組み 

条例により，共通の目的，基本原則等の総合的・体系的な仕組みを定め， 

各評価制度の更なる進化を図る。 

（ ２ ） 効 果 的 ・ 効 率 的 な 評 価 手 法 と そ の 活 用  

① 「合理的な評価手法の原則」 

評価の客観性の確保，厳格な実施を基本原則として規定する。 

② 「評価結果の積極的な活用の原則」 

評価結果を予算編成，企画立案，人事管理，組織管理等に積極活用すること

を規定する。 

③ 「評価手法の継続的な創意工夫の原則」 【全国初】  

評価手法の充実に間断なく取り組み，創意工夫していくことを規定する。  
④  外郭団体の経営の評価 【全国初】  

京都市の主体的な指導，外郭団体の評価への協力，経営改善の努力を規定する。 



 
（ ３ ） 市 民 参 加 に よ る 評 価 の 実 現  

①評価結果の公表 

行政評価へのより積極的な市民意識の反映のため，評価結果を市会や市民の

皆様へ公表することを規定する。  

②市民意見申出制度の創設 【全国で最もきめ細やかな市民意見申出制度】 

評価の方法や結果に対する市民の皆様の意見・提案を募集して，誠実に対処

し，対処結果を公表する「市民意見申出制度」を創設する。 

   
４ 今後のスケジュール 

平成１９年１月～    条例内容の検討  
   ２月下旬～３月下旬   パブリック・コメントの実施  
          ５月   ５月市会に条例提案  
 
 
 



別 紙 

 

【現行の各評価制度の概要】 

 

制度名 
運用開始 

（本格実施） 評価対象 特 徴 

政策評価 平成１６年度 
京都市基本計画に基づく全
ての政策（２６項目）と施策
（１０６項目） 

・ 全ての政策・施策を評価 
・ 政令市初の戦略的予算編成システムに活用 

事務事業評価 平成１５年度 原則すべての事務事業 
・ 約１,３００に及ぶ事務事業を評価 
・ 政令市初の戦略的予算編成システムに活用 

公共事業評価 

 

 

(新規採択時)

平成１６年度 

 

(再評価) 

平成１０年度 

 

(事後評価) 

平成１９年度

本格実施予定 

平成１８年度

試行実施中 

・新たに予算要求する総事業
費１０億円以上の公共事業 
 
・採択後，５年間経過し未着
手の事業，１０年間経過し継
続中の事業     など 
 
・新規採択時評価又は再評価
を実施した事業で，事業完了
後概ね５年以内の事業 

・新規採択時評価，再評価，事後評価の３つの

評価を実施 

交通事業 

事務事業評価 
平成１７年度 

京都市交通事業アクション

プログラムの２７事業 

・交通事業独自の評価は，政令市で京都市， 
名古屋市のみ 

上下水道事業

経営評価 
平成１７年度 

水道事業及び下水道事業の

経営状況，進捗状況 

・上下水道事業独自の評価は，政令市で京都市，
名古屋市，さいたま市のみ 

学校評価 平成１５年度 

・学校における教育活動 
・家庭・地域における子ども
たちへの関わり方や取組 
・学校と家庭・地域の連携の
あり方  など 

・すべての市立学校を対象とした実施は，政令

市で京都市のみ 

・条例に規定するのは，全国初 

外郭団体経営

評価 
平成１２年度 

外郭団体（４３団体）の経営

実績 

・評価結果を反映した詳細な経営計画を策定，
公表しているのは，政令市で京都市のみ 

・条例に行政の主体的な指導，経営改善の努力
を規定するのは，全国初 

 



参 考 １ 

 
 

京都市における各評価の導入経緯 

 
年 度 

制 度 名       
10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

政策評価      ○ ● 
 

  

事務事業評価   ○
 

 ●
 

   

公共事業評価 

（新規採択時） 
    ○

 
● 

 
  

（再評価） ●          

（事後評価）         ○ ●

交通事業事務事業評価       ○ ● 
 

 

上下水道事業経営評価      ○
 

● 
 

 

学校評価    ○  ●
 

   

外郭団体経営評価   ●
 

      

  ●本格実施 ○試行実施  
  ※  公共事業評価の事後評価は，１９年度に本格実施予定  



 

企画立案（総合計画策定・各種計画策定・事業進ちょく管理）

評価結果 

政策選択等 

               市   会 

 
予算編成，人事管理，組織管理等 

市 

民 

条例により構築する行政評価等の仕組み（イメージ図）

報告 

評
価
結
果
等
の
公
表 

第 

三 

者 

機 

関 

評
価
に
対
す
る
意
見 

評価結果

資源配分等 

【外郭団体の経営の評価】 

事務事業 

・政策評価 

・学校評価 

外

郭

団

体

の

経

営 

財政的関与・
人的関与 

公的サービ
スの提供に
よる寄与 

【行政活動の評価】

政策 

施策 

調
査 
・ 
審
議 

・外郭団体経営評価 
 

・事務事業評価 

・公共事業評価 

・交通事業事務事業 
評価 

・上下水道事業経営 
評価

参 考 ２ 

意見・提案等


